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近年，全国的に人口減少に伴う空き家の増加が社会問題化しつつあり，近い将来，大都市圏近郊の住宅

地においても問題が顕在化することが予想される．本稿では，空家を取り壊して空地とすることを前提と

して，空地の適切な利活用方法を検討する際の材料として周辺地価の向上効果に着目し，空間的な自己相

関関係を考慮した空間ヘドニックモデルにより空地の各種利活用が地価に及ぼす影響を分析する手法を提

案している．さらに，市域の大半が住宅地である千葉県習志野市を対象としてモデルを構築・推定し，空

き家・空地の利活用方法について考察した．推定の結果，小規模な未利用空地や公園が地価に正の影響を

もたらす一方で，大規模な未利用空地・公園は負の影響を与えることなどが明らかとなった． 
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1.  はじめに 
近年，我が国では全国的に人口減少に伴い空家が増加

しつつある．空家の増加は，住環境の悪化，地域コミュ

ニティの希薄化，災害リスクの増加等の社会問題を引き

起こす可能性が高い．近い将来，大都市圏近郊の住宅地

においても人口の大幅な減少が予想されており，問題が

顕在化すると考えられる．これらの問題解決のためには，

空家自体の利活用，空地化した上での利活用など適切な

対策が不可欠である．空地の利活用の方法としては，建

造物の新築（建て替え等），駐車場・公園の整備，農

地・森林への転用などが考えられる． 
空家・空地の変遷を分析した既往研究としては，中西

ら 1)や伊藤ら 2)などがある．中西らは，神奈川県伊勢原

市・秦野市住民に意思調査を行うことで，集約方策の将

来的な実現可能性を検討している．また伊藤らは，岐阜

県可児市を対象に，既存データや自治会への聞き取り調

査を基に複数の空家・空地の時系列での変容を分析して

いる． 
 空家の外部不経済を分析した既往研究としては，粟

津3)が挙げられる．粟津は，埼玉県所沢市を対象とする

ヘドニックモデルを推定し，空家が周辺地価に及ぼす外

部不経済を実証的に明らかにしている．加えて，国土交

通省4)は，今後の空家・空地が周辺地域に与える外部不

経済の具体例を示し，対策の必要性を示唆している．ま

た鈴木ら5)は，東京都練馬区大泉学園町の住宅地を対象

に空地の農地利用が周辺地価に及ぼす影響を明らかにし

ている．しかし，この研究では空地の利用形態として未

利用，駐車場利用，農的土地利用のみの考慮にとどまっ

ている． 
 本稿では，空地の利用形態として未利用，駐車場，農

地に加えて公園を想定し，それらが周辺地の地価に及ぼ

す影響を分析可能な手法を提案する．分析手法としては

空間的な自己相関関係を考慮した空間ヘドニックモデル

を用いる．さらに，市域の大半が住宅地である千葉県習

志野市を対象としてモデルを構築・推定し，空き家・空

地の利活用方法について考察する． 
 
2. 対象都市 
(1) 対象都市の概要 

対象都市は，首都圏近郊都市で市域の大半が住宅地で

ある千葉県習志野市とする．習志野市は千葉県北西部に

位置し，東京湾に面する人口172,169人（2010年国勢調

査），面積は20.97km2（2013年住宅土地統計調査）の都

市である． 
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図-1 習志野市の位置 

 
習志野市の位置を図-1に示す． 

 
(2) 対象都市の住宅地における空地分布 

習志野市における用途地域の分布を図-2，住宅地内の

各利用形態別の空地の分布（一部抜粋）を図-3に示す． 
 
 
3.  地価推計モデル 

地価推計モデルは，空間的な自己相関関係を考慮した

一般的な空間ヘドニック価格関数（SEM：Spatial Error 
Model）を適用し構築する．(1)式に地価推計モデルを示

す． 
 

∑++=
n

nn XyWY βλα )ln()ln( ･             (1) 

 

ここで，Y は単位面積あたりの地価，α は定数項，λ  

 

 

(画像出典：習志野市ホームページ) 

図-2 習志野市における用途地域の分布 

 

図-3 住宅地内の利用形態別空地の分布 

（一部抜粋） 

 
は空間パラメータ， y は空間的相関を考慮しない単位

面積あたりの地価， nX はn 番目の説明変数， nβ は nX

のパラメータ，n × n の空間重み行列，W は成分 ijw か

らなる行列項であり(2)式で表される． 
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ここで，W の成分 ijw は，地点 i と地点 j との間に空間

的な自己相関関係があると仮定し，(3)式のとおり設定

する． 
 

1−= ijij dw                  (3) 

 

ここで， ijd は地点 iから地点 jまでの直線距離である．  

 
4.  実証分析 
(1)  説明変数の設定 
 地価推計モデルの説明変数は，一般的なヘドニックモ

デルに倣い，交通利便性，地区特性などの観点から設定

する．加えて，周辺空地の土地利用（規模別の未利用空

地，駐車場，農地，公園）を表す変数を設定する． 
交通利便性については，半径 200m 圏内のバス停の数，

最寄鉄道駅までの距離，JR 総武線ダミー（1km 以内に

JR 総武線の駅があれば 1，それ以外は 0）および最寄鉄

道駅から東京駅までの鉄道による所要時間を説明変数と

する．地区特性については，用途地域ダミー（住居系用

途地域であれば 1，それ以外は 0）および容積率を説明

変数とする． 
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表-1 説明変数の詳細 

変数名 変数の概要 
X1 半径 200m圏内のバス停の数 
X2 JR総武線ダミー 

(1km以内に 
JR総武線駅があれば 1，それ以外は 0) 

X3 最寄り鉄道駅までの距離 
X4 最寄り鉄道駅から東京駅までの所要時間 
X5 用途地域ダミー 

(用途地域が住居専用地域，住居地域， 
準住居地域なら 1，それ以外は 0) 

X6 容積率 
 

X7 
0～300㎡駐車場ダミー 
(20m以内に 0～300㎡の 
駐車場があれば 1，それ以外は 0) 

 
X8 

300～1000㎡駐車場ダミー 
(40m以内に 300～1000㎡の 
駐車場があれば 1，それ以外は 0) 

 
X9 

1000㎡以上駐車場ダミー 
(60m以内に 1000㎡以上の 
駐車場があれば 1，それ以外は 0) 

X10 近隣農地ダミー 
(60m以内に農地があれば 1，それ以外は 0) 

X11 0～300㎡公園ダミー 
(20m以内に 0～300㎡の 
公園があれば 1，それ以外は 0) 

 
X12 

300～1000㎡公園ダミー 
(40m以内に 300～1000㎡の 
公園があれば 1，それ以外は 0) 

 
X13 

1000㎡以上公園ダミー 
(60m以内に 1000㎡以上の 
公園があれば 1，それ以外は 0) 

 
X14 

0～300㎡未利用空地ダミー 
(20m以内に 0～300㎡の 
未利用空地があれば 1，それ以外は 0) 

 
X15 

300～1000㎡未利用空地ダミー 
(40m以内に 300～1000㎡の 
未利用空地があれば 1，それ以外は 0) 

 
X16 

1000㎡以上未利用空地ダミー 
(60m以内に 1000㎡以上のが 
未利用空地あれば 1，それ以外は 0) 

 
 
周辺空地の土地利用については，鈴木ら 4)を参考に，

規模別の未利用空地，駐車場，農地，公園それぞれにつ

いて，一定の距離内に存在するかどうかを表すダミー変

数を説明変数に設定する．  
説明変数の詳細を表-1に示す． 

 

(2)  データ収集 
 公示地価および都道府県地価に基づく地価，(1)式の

説明変数X1 ～X16，(3)式の地点間距離 dの１時点データ 

表-2 各データの出典 
データ名 出典 

Y 公示地価，都道府県地価 
d Google Maps 
X1 国土数値情報 

X2～X5 公示地価，都道府県地価 
X7～X16 Google Map 

 
を収集する．各データの出典は表-2 に示す通りである． 
 なお，データの年次については，公示地価データは

2017 年，都道府県地価データは 2016 年，国土数値情報

は 2010年，Google Mapsは 2017年の，それぞれ最新デー

タを収集した． 
 
(3)  パラメータ推定 
 (1)式の推定にあたっては，空間的自己相関を考慮し

ない通常のヘドニックモデル（通常モデル）を推定して

地価推計を行った後，推計値と実績値の誤差項の調整と

して新たな変数（空間的相関関係を表す項）を加えて再

度推計する二段階最小二乗法を用いる． 
 収集した習志野市のデータを用いた(1)式のパラメー

タ推定結果を表-3に示す． 
推定結果より，平均絶対誤差率（MAPE）は空間的相

関関係を式に組み込むことで減少し，より再現性が高ま

っていることが分かる． 
 
 

表-3 地価関数パラメータ推定結果 
  通常モデル SEM 

回帰係数 t値 回帰係数 t値 
X1 7.E-02 3.02***     7.E-02 3.17*** 
X2 3.E-01 4.12***     4.E-01 5.06*** 
X3 -5.E-04 -5.90***     -4.E-04 -4.10*** 
X4 -1.E-02 -2.98***     -1.E-02 -3.03*** 
X5 2.E-01 1.55 2.E-01 1.24 
X6 1.E-03 2.91***   1.E-03 2.99*** 
X7 8.E-02 0.81 -3.E-02 -0.27 
X8 -3.E-02 -0.67       -9.E-03 -0.19 
X9 -1.E-01 -0.60       -2.E-01 -1.13 
X10 -5.E-02 -0.36       -3.E-02 -0.24 
X11 5.E-01 2.17**     4.E-01 1.99*      
X12 -2.E-03 -0.02      2.E-02 0.16 
X13 -5.E-01 -3.68***  -4.E-01 -3.18*** 
X14 4.E-01 2.45**     5.E-01 3.05*** 
X15 -3.E-02 -0.35      8.E-02 0.95 
X16 -3.E-01 -2.83*** -2.E-01 -2.53*** 
ρ     1.E+00 2.36*** 
α 12.47   12.67   
R2 0.95 0.96 

MAPE 6.32 5.58 
*：10%有意，**：5%有意，***：1%有意， 
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周辺空地の土地利用に関する変数（X7 ～X16 ）につい

ては，土地面積300㎡以下では公園ダミー，未利用空地

ダミーが正の値に有意に推定された．一方，1000㎡以上 
では公園ダミー，未利用空地ダミーが有意に負の値に推

定された．なお，近隣農地ダミー，駐車場ダミー，300
㎡～1000㎡の公園ダミー，未利用空地ダミーについては，

有意な推定結果が得られなかった．これについては，公

示地価・都道府県地価調査のサンプル数や地区内の空地

の利用事例の数などの地区特性，加えてダミーの距離帯

の設定などが原因である可能性がある． 
これらの結果から，利用形態が同一でも土地の面積に

よって地価に及ぼす影響は大きく異なることが読み取れ

る．また，小規模であれば未利用の空地でも地価に正の

影響を与え，逆に大規模な空地はいずれの利用形態でも

地価に負の影響を及ぼすことから，一定規模以上の空地

においては何らかの建造物を整備した方が望ましいこと

が示唆される． 
 
5. おわりに 
(1)  総括 
 本稿では，空地の適切な利活用方法を検討する際の材

料として周辺地価の向上効果に着目し，空間的な自己相

関関係を考慮した空間ヘドニックモデルにより空地の各

種利活用が地価に及ぼす影響を分析する手法を構築した．

さらに，千葉県習志野市を対象とするモデル構築・推定

の結果，300㎡以下の小規模の公園および未利用空地が

地価に正の影響をもたらす一方で，大規模な未利用空

地・公園は負の影響を与えることが明らかとなった． 
 
(2)  今後の課題 
 本稿では，周辺空地の利用形態が地価に及ぼす影響を

評価可能なモデルを構築したが，周辺空地の利用形態を

示すいくつかの変数において有意な値を得ることができ

なかった．これに関しては，公示地価・都道府県地価調

査のサンプル数や，地区内の空地の利用事例の数などの

地区特性，加えてダミー変数の距離帯の設定などが原因

である可能性がある．これらの検証は，今後の課題であ

る． 

加えて，本稿では空地と同様に全国的に問題視されて

いる空家については評価できていない．そこで今後は，

周辺の空地に加え空家も評価可能なモデルを構築し，構

築したモデルを用いて，実際の地域を対象とする地価の

推計，空家・空地の各種利用形態への転換が地価に及ぼ

す影響のシュミレーション分析，各空家・空地の最適な

利活用方法の検討を行うことが望まれる． 
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